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【2026年4⽉度】 関化協・日化協連絡懇談会

「日化協 環境安全部の活動紹介」

2026年4⽉27日
一般社団法人 日本化学工業協会

石井 浩
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日本版 現⾏ロゴマーク 日本版 新ロゴマークICCA 新ロゴマーク

レスポンシブル・ケア ロゴマーク切替

背景︓RCブランドの認知度向上を目的に、ICCAのRCロゴが改定された。 日本版のロゴマークも
切替により、RCの根源である「安全」への焦点を明確にしつつ、高まりつつある「持続可能性」
への関心にも対応する。
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企業会員185､団体会員75が
課題ごとに委員会を組織

環境安全委員会
化学品管理委員会

レスポンシブル・ケア委員会
技術委員会
労働委員会

経済・税制委員会
国際活動委員会
広報委員会

事務局59名
環境安全部
化学品管理部

レスポンシブル・ケア推進部
技術部
労働部
産業部

国際業務部
広報部
総務部

化学製品ＰＬ相談センター

会員の知⾒、情報を収集
委員会活動で得られた知⾒を集約し、
敷衍化し、それを新たな施策の源泉と
なる情報として会員にフィードバック

企業経営に活用
政策提言

総会
（会員の代表者が出席）

理事会
（業務執⾏の決定）

関係業界
団体・
労組・
学協会

⾏政官庁

国際化学
工業協会
協議会

（ICCA）

日化協の業務遂⾏体制（2026.4.1時点）
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１．GXの取り組み推進
・2050年CNに向けたロードマップの現状分析と課題抽出
・CNやCEの実現に必要な環境価値の社会受容のための化学業界CFP算定
ガイドラインの普及

・リサイクル品の社会認知向上のためのリサイクル率確認制度の本格運用

２．国際協調の推進
・国際化学工業協会協議会（ICCA）活動
・化学品管理のためのグローバル枠組み（GFC）に係る具体的な⾏動計画の策定

３．安全・化学品管理の取り組みの着実な実施
・保安防災︓スマート保安の導⼊⽀援
・物流安全と物流適正化
・化学品管理:サプライチェーンと一体となった、リスクべースの化学品管理

岩⽥会⻑の重点目標
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環境安全部 企画・運営の方針

保安事故防⽌、環境保全、労働災害防⽌、物流安全を重要課題とし、
「環境・健康・安全に関する日本化学工業協会基本」のもと、「安全確
保の取組みが新たな価値を生み出していく」

〇 最新の国内外の動向の把握と会員への積極的な情報発信による周知
（必要に応じレスポンシブルケア推進部と連携）

〇 化学業界の置かれた状況を考慮した意⾒の発信
（官公庁への意⾒具申を含む）

〇 自主的活動の展開を通じて社会からの要請に応じた成果を創出
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・産業競争力強化
・国内市場ｼｭﾘﾝｸ

経済安保
国際的なルール整備

・安定的なｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ供給等による国際競争力
強化･維持
水素･アンモニア，革新炉･核融合開発と実装

・持続可能性に係る課題解決
GX（排出権取引），CN，資源循環，生物多様性

・経済成長と社会課題の解決の持続的な循環
・設備災害の増加（設備老朽化）
・DXとサイバーセキュリティ
・防災･減災

・地方創成
土地の有効活用
総量規制
環境規制の見直し機運

・労働生産性の向上・労災増加
高齢化，化学品自律管理

・多様な人材育成
グローバルリーダー、現場力、外国人

わが国 化学産業の抱える課題
わが国の克服すべき課題①：少子高齢化・人口減少
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労働・教育 地域経済社会

経済外交

環境・エネルギー

保安・防災

わが国の克服すべき課題②：資源を持たない島国
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環境安全部の26年度の主な取り組み
26年度取組項目

・事故評価基準案の策定保安防災取組み⽀援
・ヒューマンエラーを題材に、事故事例研究
・保安防災部会員企業のグッドプラクティスを共有

事故事例の調査・研究

・産業安全塾（石化協，石連，日化協共催）
・化学工場の製造現場リーダー研修（関化協，日化協共催）

人材育成

・クライシスコミュニケーション講演，リスクコミュニケーション研修リスクコミュニケーション
・スマート保安導⼊事例の紹介
・サイバー攻撃対処策をJPCERT/CC⽀援

スマート保安導⼊⽀援

・運送法制に関する講演会開催
・危険物輸送における安全管理講習会（関化協共催）
・危険品貨物情報室での物流相談受付

物流安全への取組み

・厚生労働省関係の委員会参加労働安全衛生法等への対応
・労災発生状況とりまとめと労災事例の共有労働安全実態調査
・タイ，マレーシア，ベトナム，インドネシアで講演会，WS開催海外現地法人⽀援
・⼤気︓EO⾃主管理計画推進
・⼟壌︓⼟対法⾒直しとりまとめ
・循環経済︓プラスチック資源循環への対応

環境

・安全優良職⻑厚生労働⼤⾂顕彰、中災防緑⼗字賞推薦
・日化協安全表彰，無災害事業所認定

懸賞、表彰
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事故

（沿岸部の工場地帯で起きた火災=2025年4月22日午前0時49分、千葉県市原市、芹沢みなほ撮影
© 朝日新聞社
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日化協会員の事故件数推移

設備災害発生状況（爆発、⽕災、漏洩等）
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〇 設備災害は増加
〇 一方で事故の90%超が、人，環境，地域への被害の無い事象
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日化協会員の事故件数推移
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設備老朽化対策

61%

労働安全・作業環境改善

対策
15%

爆発・火災・漏洩対策
9%

地震等の天災対策
8%

その他
7%

安全保安防災対策投資内訳

〇 保安防災対策投資はその多くが設備⽼朽化対策
安全・保安防災対策投資

事故基準の⾒直しを求める部会企業の声が⼤
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事故評価基準案〜日本と欧⽶の「許容」の考え方の違い
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ALARP（As Low As Reasonably Practicable）の原則

リスクを「合理的に実行可能な限り低く」抑えるべきであるという、リスクマネジメントの国際的な
基本原則。

〇 基本的概念：リスクを完全に排除（ゼロリスク）することは技術的・経済的に困難であるという
前提に立ち、残存リスクが「許容可能なレベル」にあるかどうかを判断する。

〇 判断基準：リスク低減のために投じるコスト（資金、時間、労力）が、それによって得られる
リスク低減のベネフィットを「著しく上回る（Grossly Disproportionate）」と証明されない限り、
対策を継続しなければならないとする。

〇 三層構造による評価：
・許容不可能な領域（Intolerable Region）：コストに関わらず、即座に対策または操業停止が

必要なレベル。
・ALARP領域（Tolerable Region）：便益とコストを天秤にかけ、合理的な範囲でさらなる低減を

図るべきレベル。
・広範に許容可能な領域（Broadly Acceptable Region）：リスクが極めて小さく、特段の追加

対策を要しないレベル。
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事故評価基準案〜保安防災部会での活動

日化協として事故基準を策定し目標（指標）を提案する。

背景︓ 事故の定義が各法（保安４法、環境法令等）にてそれぞれ
定められているが、報告対象の事故のレベルが厳しく現場の負荷が高い。
事故レベルを緩和したい。
そこでALARPの原則に基づき、その基準Ａ，Ｂを決めることとした。

これまでの活動︓
① 事故基準と目標につき、各社比較
② ⽶国の基準確認 OSHA（安全衛生）とEPA（環境）、CCPS
③ 各社の⾃主保安対応としたい事象について紹介
④ 基準Bの考え方について議論
⑤ 経済産業省高圧ガス保安室および素材産業課に活動状況を

説明し意⾒交換実施

今後の予定︓
高圧ガス保安室、および素材産業課の意⾒、助言を基に以下を
まとめる。
・具体的な軽微の事故に関して、法改正または事故対応要領の
改正の根拠となり得る様、実際の危険性とその対応のための
企業の負担

まとまったところで、高圧ガス保安室，素材産業課に再度相談する。

基準Ａ

基準B
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リスクコミュニケーション研修
目的︓有事に備えたより良い地域との対話には、相手の⽴場･価値観を理解しながら

コミュニケーションをとるスキルを身につける
対象︓各事業所の製造，総務，環境安全
内容（1泊２日の合宿形式）︓
・上智⼤学 織教授の 「リスクコミュニケーション概論」の講義
・チームに分かれての模擬対話演習（講師と研修スタッフ、他チームからの厳しい質問に対し、
質問者の⽴場や価値観を考えた受け答えを⾏うことで、地域での応答の質の向上を図る）

効果︓参加者には、即戦⼒になるとともに今回の経験を各⾃職場に持ち帰り、地域住⺠を
はじめとしたステークホルダーとの信頼関係向上への活用を期待

〇 ９⽉開催予定（RCインフォメーションで６⽉に募集）
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労災
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〇 残念ながら、25年も日化協会員の労災は減る傾向⾒えず
〇 死亡災害も親会社で４件発生

日化協会員の労災（25年速報）

会員（親会社）

休業災害
（被災者数）
内、死亡災害

2023年 2024年 2025年

労災度数率
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1
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2
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4

0.51

協⼒会社

休業災害
（被災者数）
内、死亡災害

2023年 2024年 2025年

労災度数率
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140

2

0.85

138

1

0.86
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死亡災害事例
② ⽀燃性ガス⽕災

原因︓
・作業標準で定めた保護具を非着用
・換気扇は使用も、局所排気装置は不使用
対策︓
・標準書･手順書順守の重要性の教育
・特定化学物質取扱い（保護具の着用と管理を含む）
の教育

① 小分け作業時の化学物質吸引

原因︓
・操作すべき低圧の貯槽ではなく、隣接する高圧の貯槽の
開閉操作を⾏ったことが原因と推定

対策︓
・貯槽昇圧前に手動配管バルブにカバーを付け、誤って
操作できないようにする。

・貯槽及びバルブの識別表⽰の改善、貯槽の圧⼒表⽰の
⾒直し

・手動バルブ操作時は、隣接する貯槽を一律に低圧状態
とし、高圧状態の貯槽の近くで操作しない。

・作業手順書の⾒直し改訂を⾏い、教育を⾏う。
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死亡災害事例
④ 高所からの転落

原因︓
・設備の稼働範囲の開口部へ頭部を⼊れた

対策︓
・挟まれ･巻き込まれリスク箇所への⽴⼊禁⽌表⽰と
カバー・柵等の設置を実施

・作業認定教育の項目に、関係する設備の動きと危険性
についての教育を追加

・臨時作業ルールの再教育
・安全のための遵守事項の再教育標準書･手順書順守
の重要性の教育

③ 設備への挟まれ

原因︓
・高所作業時の現地確認について、明確なルールが定め
られていなかった。

・詳細な作業計画が作成されていなかった。

対策︓
・高所作業時の工事⽴会者の安全確認方法をルール化
することにより、外来業者の安全対策の実施を徹底する。

・詳細な作業計画を作成し、安全対策の確認ポイントを
明確にして⽴会者の点検を漏れなく⾏う。
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安衛法改正
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安衛法改正
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安衛法改正
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化学物質管理 個人ばく露測定

中災防 搆副所⻑ 日化協でのご講演資料から抜粋
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化学物質管理 個人ばく露測定

中災防 搆副所⻑ 日化協でのご講演資料から抜粋
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化学物質管理 個人ばく露測定
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化学物質管理 個人ばく露測定
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化学物質管理 個人ばく露測定
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高年齢労働者の労働災害について
〇 雇用者全体に占める60歳以上の高齢者の割合は19.1%(令和６年) 
〇 労働災害による休業4日以上の死傷者数に占める60歳以上の高齢者の割合は

30.0%(同)
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セメント協会

日本製紙連合会日本自動⾞工業会 日本惣菜協会

日本化学工業協会日本造船工業会

製造業主要団体と中災防との意⾒交換会（第１回、2025.11.18）
テーマ︓⾼年齢労働者の労働災害防⽌対策の取り組み状況・当⾯の課題

高年齢者の労働災害防⽌対策（製造業主要団体①）

取組 ・高年齢作業者の適性配置、作業制限
・ヘルメットに識別用シール

課題 ・経験年数の浅い作業員増加対策
・個人情報の取り扱い

労災は微増

取組 ・中高年齢者の安全対策冊⼦の配布
・高年齢者の体⼒確認。

課題 ・人材確保、⾼齢者を活用せざるを得ない
・就労条件（高所/足場上の作業禁⽌等）

労災減少傾向

取組 ・加齢による体⼒低下を適切に把握し、作業配置
・転倒リスク計測装置、腰痛対策機器の導⼊

課題 ・休業災害の半数が⾼齢さによる
・特に転倒災害が倍増

課題 ・人材確保が難しい
・⾼齢⼥性や外国人労働者が多い

協⼒会社の高年齢者増

取組 ・転倒災害の予防例（体操、運動能⼒測定）
・高年齢者の健康保持・増進（イベント、ジム）

課題 ・協⼒会社の被災者は50才以上が半数以上
・高年齢者労働災害防⽌対策（指針）

４年間増
加

取組 ・年齢を問わず、全労働者共通での作業改善
・IN BODY測定やエクササイズのセミナー実施

課題 ・高齢労働者には体⼒低下の認識必要
・ベテランの慢心することへの意識改⾰
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日本鉄鋼連盟

電気・電子・情報通信産業経営者連盟（電経連） 日本自動⾞部品工業会（部工会）

日本アルミニウム協会

製造業主要団体と中災防との意⾒交換会（第２回、2026.1.26）
テーマ︓⾼年齢労働者の労働災害防⽌対策の取り組み状況・当⾯の課題

取組 ・安全対策の取組み︓情報共有化（会員サイト、業態別・地域別分科会、全国⼤会）
・会員会社（JFEスチール）の取り組み︓安全体⼒機能テスト、アクティブ体操

課題 ・ベテラン職員の配置転換、中途採用等による⾼齢者特有の転倒災害等の増加
・ベテラン社員の作業の慣れからくる手順省略など、安全を軽視する⾏動

取組 ・転倒対策例︓段差補修、スロープ化、注意表⽰、
整理整頓、手摺使用徹底、鉄板すべり⽌め

課題 ・高年齢者は、他年代に比べ、転倒による災害が多い
・設備の本質安全化や安全柵・インターロック等が
必要な設備・箇所が多く、対応に時間を要する

取組 ・重筋作業の低減活動（⾼年齢者に限らず全般の活動）
・段差、階段での転倒防⽌、手摺の増設、注意喚起表⽰
・作業姿勢負荷の⾒える化（作業負荷⾃動計測システムの導⼊）

課題 ・60才以上はほとんどが定年退職者の再雇用、経験を生かした事務
作業、技能伝承やリリーフ業務を優先的に割り当てているのが実情。

・インフラ対策（例えば床⾯の凹凸改修）が追い付かない。
・高齢者の配置転換。重量物対策、⾃動化、酷暑対策。

高年齢者の労働災害防⽌対策（製造業主要団体②）
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GX
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環境部会 ⼟対法改正対応
平成29年の法改正以降、改正法の施行から５年が経過したことから、見直しを実施。
第7回土壌制度小委員会（令和8年1月）にて、これまでの議論をとりまとめ。

■国会審議タイトを受けて、令和8年度は継続検討し令和8年度末に答申まとめと１年遅れ

《中間まとめ内容》
（１）地歴情報の管理義務化（3条1項ただし書き申請時、⼟地の承継時に情報確認を義務化）
（２）調査費用の汚染原因者への求償（新設）
（３）的確な⼟壌汚染対策の推進のための各種論点

①3条ただし書の確認を受けた⼟地の形質の変更の際、調査命令を待たずに調査報告書を同時提出できるようにする
②工場等として使用を続ける場合の形質変更時に、期間中地下水モニタリングすることで、⼟壌調査を免除
③自然由来等基準不適合⼟壌は搬出規制は継続するが、要措置区域等とせず⼟地の形質の変更は規制対象外

とすることを検討。臨海部特例区域は新たな制度への統合を検討。
④⾶び地間移動の要件の⾒直し、汚染⼟壌の仮置きの明⽂化等
⑤形質変更時要届出区域における施⾏⽅法の基準の⾒直し（地下水モニタリングでの施⾏を認める）
⑥認定調査の合理化（地歴調査に基づく対象物質の絞り込み、2深度で基準クリアした場合以降の調査不要等）
⑦汚染⼟壌の管理票の運用改善(再処理終了の旨を⼆次管理票への記載することで、追跡できるようにする、電⼦管理票の

普及推進）
⑧有害物質使用特定事業場における事故発生時の対応
⑨施⾏方法等 脱炭素の観点について

（４）汚染⼟壌処理施設及び指定調査機関について
①汚染⼟壌処理施設に関する情報開⽰と制度合理化
②指定調査機関の業務品質の向上策

・経産省 環境管理推進室へ上記４点について、優先的に検討するよう要望⇒同室経由で環境省へ
要望伝達済 （政省令通達等で対応できるのものは、前倒し改正も視野）

・経団連とも連携し、働きかけを強める

日化協
優先要望
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サイバーセキュリティ
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サイバーセキュリティ
https://x.com/GonjeshkeDarand/status/1541288345183158272?mx=2

肉食のスズメというイスラエルのハッカー集団
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このイランの製鉄所への攻撃の脅威点

• 同時に、３つの製鉄所が攻撃されている
– 複数のプラントが同時に攻撃されると、安全弁が吹いても、

フレアが処理できないし、防液堤があっても、流出してしまう

対象が化学プラントであれば︖

• 溶鉄に対する安全装置が無⼒されている
– 安全計装が無⼒化される
– 安全のためのユーティリティが利用不可になる

• 制御装置が遠隔操作されている
– コントローラに時限爆弾が仕込まれる
– DCSやPLCに遠隔から指⽰が送られる

• 監視カメラが盗聴視されている
– カメラだけでなく、全社の情報もすでに漏洩しているかも
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中国ハッカー企業販売リスト（24年3⽉ GitHubに漏洩した情報より）
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サイバーセキュリティをおろそかにすると

• 高圧ガスの事業認定が得られず、毎年、定期修理に︕
高圧ガス保安法、ガス事業法、電気事業法

• セキュア調達の相手として、取引してもらえない︕
経済安全保障法、サイバーレジリエンス法（CRA)

• 巨額の罰⾦を要求される︕
NIS 2指令、サイバーレジリエンス法（CRA）

• 企業評価が下がる
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日化協におけるサイバーセキュリティへの取組みご紹介
日化協経産省 殿

スマート保安推進のための基本方針2020年度

スマート保安WG
講演会，アンケート実施、日化協会員のスマート保安実態調査
関心高いものの、一部⼤手を除き未対応の会員多い。
会員間のレベル差⼤。

6⽉ 高圧ガス認定要件⾒直し
B認定についても、サイバーセキュリティなど
関連リスクが認定要件。 各業界ガイド
ラインに沿った内容

2022年度

8⽉ 制御系サイバーセキュリティWG
新認定制度のもとで審査を受けるために役⽴つものを作る

2023年度

10⽉ 脆弱性情報共有G
JPCERT/CCに協⼒頂き、勉強会開始

3⽉ チェックシートの形で認定受審ガイドライン公表

2024年度

チェックシートを活用し、先⾏会社取組み紹介
抽出課題への対応
（脆弱性視点からの資産管理など）

2025年度

〇 先ずは高圧ガス新認定制度での審査対応を目的に活動開始
〇 本質的なリスクにどう対応するかに活動移⾏（脆弱性情報共有仕組作り）

喫緊の課題であることは間違いなく、情報共有の仕組みがあることは有事に有用。
一方で、情報共有にためらう会員意⾒もあり、日化協としての取組みは要検討。




